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富士市ゼロカーボン戦略 

2 0 5 0 
～富士市ゼロカーボンチャレンジ～ 

【概 要 版】 

 
 

1. 富士市ゼロカーボン戦略 2050 の策定にあたって 
富⼠市ゼロカーボン戦略 2050は、富⼠市域における「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」の

達成に向けた基本的な⽅向性と実現に向けたシナリオや取組の⽅針等を⽰すものです。 

再⽣可能エネルギーのさらなる導⼊推進、徹底した省エネルギー化のほか、将来的な技術⾰新に

向けた取組やゼロカーボンに関連する最先端技術の積極的な導⼊、広⼤な富⼠・愛鷹⼭麓地域の⾃

然を⽣かした CO2の吸収固定など、多様な観点からの取組を拡⼤、促進していくシナリオ等を描い

ています。 

本市における環境、経済、社会を統合的に向上させるとともに、2050年には家庭、業務、運輸、

産業等あらゆる部⾨における温室効果ガスの排出量を削減し、ゼロカーボンシティを実現するため

に市⺠、事業者、⾏政が相互に理解し連携して取組を推進していきます。 
 

2. 温室効果ガス削減目標 
国による地球温暖化対策計画（2021（令和 3）年 10⽉改訂）では、2030年度において温室効果

ガス 46％削減（2013（平成 25）年度⽐）を⽬標としていますが、事業者へのヒアリング結果等に

基づき、本市においては温室効果ガスを 2013（平成 25）年度⽐で 2030 年度には 47％削減し、

2050年にはゼロカーボンシティを実現することを⽬標に掲げます。 
 

 
図 2-1 富士市温室効果ガス削減目標
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3. 将来ビジョン 
3-1 2050 年富士市の将来イメージ 

後述する 2050年に向けた将来ビジョンを実現したとき、富⼠市がどのような姿となっているか

を描いたイメージを作成しました。 

市⺠・事業者・市が連携し、再⽣可能エネルギー、省エネルギー設備、先端技術の導⼊を推進し、

豊かな⾃然と経済、⼈々の暮らしが共⽣した持続可能なまち、ゼロカーボンシティの実現を⽬指し

ます。 
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3-2 将来ビジョン 

本市の社会、経済、環境を構成すると考えられる主な要素について、現状を整理するとともに、

2050 年にありたい姿を以下の表に⽰しました。これを本市における将来ビジョンとして、それぞ

れの分野での取組を推進します。 

 

表 3-1 各分野における 2050 年にありたい姿・将来ビジョン 

構成要素 現状 将来（2050 年） 

エネルギー 

限定的な再⽣可能エ

ネルギー、系統依存に

よる再エネ出⼒制限

等 

 太陽光発電、バイオマス、ソーラーシェアリング、地
産地消の循環型の再エネ電源利⽤が拡⼤ 

 軽量太陽光発電、フィルム太陽光発電等が現在は利⽤
困難な場所にも普及・拡⼤ 

 不安定電源の調整のための蓄電池、製紙業が多く⽴地
する特性を⽣かした需要ピークシフト技術等も普及

し出⼒制限を最⼩に有効活⽤ 

住宅 

断熱性能が低く、エネ

ルギー消費効率の向

上が課題 

 ZEH に住み、太陽光発電等の再エネを⾝近に感じ

る、経済的かつ安⼼で快適な暮らし 

 家電は超省エネ型で遠隔制御も可能 

建物・空間 

温暖な気候により冷

暖房費は低額である

が、他⽅建築物の断熱

性能が低く、エネルギ

ー消費効率の向上が

課題 

公共施設、オフィス、飲⾷店、⼯場及びその周辺には 

ZEB が導⼊され、⽥園⾵景も残しながら、パッシブ

デザイン等エネルギー利⽤の観点から⼯夫された建

物が増加 

交通 

乗⽤⾞の利⽤率は⾼

いが次世代クリーン

モビリティへの移⾏

は限定的 

 乗⽤⾞は全て排ガスが無い EVまたは FCVとなり、

きれいな空気が保たれたまちに  

 ⼦ども、⾼齢者、障がい者も安⼼して移動できるやさ
しいグリーンな交通システムが普及 

 クリーンモビリティによるオンデマンドでの送迎、配
達等が拡⼤、移動・買い物弱者対策が充実 

港湾 

かつての公害問題か

ら脱却し綺麗な港が

整備 

市⺠の親⽔拠点として⽣かすだけでなく、CO2を排出

しないゼロカーボン港として整備され、多くのゼロカ

ーボン船舶の拠点となっている 

産業・経済 

製紙業、輸送機械、化

学⼯業が主要産業で

CO2排出等に課題 

化⽯燃料に依存した製造動⼒体系から脱却し、最も

CO2排出量の低い産業都市に⽣まれ変わり、基幹産業

がさらに発展 

森林 

富⼠・愛鷹⼭麓の森林

を保全し⽣かす取組

の継続が必要 

富⼠・愛鷹⼭麓の森林を、⽊材⽣産だけではない多⾯

的な価値としてより深く認識し、産業活動や⽣活の中

で⾝近に⾃然を感じるまちづくりが進んでいる 

⼈・⽂化 

世界⽂化遺産富⼠⼭

の麓で、⾃然環境に恵

まれ、⾃然を次世代に

"つなぐ"意識が⾼い 

豊かな⾃然や公害問題を克服した過去を⽣かして、

様々な教育、環境保全活動が実施され、⾝近に⾃然や

歴史と⽂化を感じる街並みが整備されている 

防災 
⼤⾬等災害への対策

は必須 

⾝近な所に⾃⽴分散型のエネルギー供給システムが

拡⼤、強靭なまちに 
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4. ゼロカーボン達成の基本方針、ロードマップ 
2050 年ゼロカーボン達成に向けて、本市の特徴、及び将来ビジョン等を加味して、以下を基本

⽅針として取組を進めます。 

 
また、本市における現況及び再⽣可能エネルギー導⼊ポテンシャルを基に、再⽣可能エネルギー

発電の導⼊ロードマップ・省エネルギー推進ロードマップを以下に⽰します。 

 

 2030 2040 2050 

再エネ導入 

ロードマップ 

   

省エネルギー 

推進 

ロードマップ 

   

＊ソーラーシェアリングを含みます。  

基本方針 1 地域と共生した再生可能エネルギーを最大限活用する 

基本方針 2 徹底した省エネルギー技術の導入を進める 

基本方針 3 ゼロカーボンのために行動する社会をつくる 

基本方針 4 ゼロカーボンのための新技術の導入を進める 

基本方針 5 事業者⽀援と市⺠理解を促進する 

1981 年以降に建てられ

た建築物の屋根の 20%

に太陽光発電設備を導入 

1981 年以降に建てられた建築物の屋根の 50%に太陽光

発電設備を導入 

遊休農地の 20%に太陽光

発電設備を導入＊ 
遊休農地の 50%に太陽光発電設備を導入＊ 

2022 年 6 月時点の木質

バイオマス発電導入容量

を維持 

木質バイオマス発電の導入容量を 2022 年 6 月時点の

1.7 倍に拡大 

市内で発生する汚泥（産

業廃棄物を除く）の

20%を発電に利用 

市内で発生する汚泥（産業廃棄物を除く）の 50%を発電

に利用 

市内で発生する家畜排せ

つ物の 20%を発電に利

用 

市内で発生する家畜排せつ物の 50%を発電に利用 

新環境クリーンセンターの発電する電力を、市有施設の電源として継続利用 

産業部門で消費する石炭

を RPF 等代替燃料に全

て転換 

市内で消費する化石燃料等を全てバイオマス等のゼロカ

ーボン燃料等や電力に全て転換 

太陽熱利用及び地中熱利

用の導入量を現状の 1.5

倍に拡大 
再生可能エネルギー熱の利用を含め、市域全体のエネ

ルギー消費量を 2013 年度比で 25%削減 
市域全体のエネルギー消

費量を 2013 年度比で

15%削減 
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5. 目標達成に向けた施策体系図 
本市の特徴、及び将来ビジョン、再⽣可能エネルギーの導⼊⽬標を踏まえ、環境基本計画に⽰し

た個別分野の枠組みと基本⽬標の下での個々の取組内容を設定し、市が主体となって市⺠や事業者

の取組を推進する施策や、⼀事業者としての市の取組を推進する施策を検討しました。 
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6. 施策推進プロジェクト 
施策推進プロジェクトは、これらを推進することにより、全ての施策に効果が波及し、2050 年

ゼロカーボン達成、将来ビジョンの実現に向けて、全体の取組をけん引する施策として位置づけ、

⻑期的な視野に⽴って取り組みます。 

 
 

 

 


